
【解体業】許可申請書類について（新規許可申請の場合）
　　　　　（申請手数料　新規：７８，０００円、更新：７０，０００円）
	 <申請書記載事項>
（チェック欄）
　□　①申請者名・住所・代表者名・電話番号
　□　②事業所の名称・所在地
　□　③事業の用に供する施設の概要
　□　④役員の氏名・住所・本籍
　□　⑤本支店の代表者や契約締結権限のある使用人の氏名・住所・本籍
　□　⑥申請者が未成年の場合には、法定代理人の氏名・住所・本籍
　□　⑦発行済株式総数又は総出資額の１００分の５以上を占める者の氏名・住所・本籍
  □　⑧標準作業書の記載事項
　□　⑨既に解体業・破砕業又は産業廃棄物処理業の許可を得ている場合には、当該許可番号（申請中であれば申請年月日）
　□　⑩解体業を行おうとする事業所以外の場所で積み替え・保管を行う場合の当該場所の所在地、面積、保管量の上限
 <添付書類>
（チェック欄）
　□　①解体業を行おうとする事業所の施設の構造を明らかにする図面（平面図・立面図・断面図・構造図）、設計計算書、付近の見取り図（別紙１～４）
　□　②施設の所有権（又は使用権原）の証明書
  □　③事業計画書（別紙５）
  □　④収支見積書（別紙６）
　□　⑤標準作業書の写し
  □　⑥申請者が個人の場合には、住民票の写し（又は外国人登録証明書）と登記事項証明書
  □　⑦申請者が法人の場合には、定款又は寄附行為と登記事項証明書
  □　⑧役員の住民票の写し（又は外国人登録証明書）と登記事項証明書
  □　⑨発行済株式総数又は総出資額の１００分の５以上を占める者の株式数又は出資額、住民票の写し（又は外国人登録証明書）及び登記事項証明書
  □　⑩本支店の代表者や契約締結権限のある使用人の住民票の写し（又は外国人登録証明書）と登記事項証明書
  □　⑪申請者が未成年の場合には、法定代理人の住民票の写し（又は外国人登録証明書）と登記事項証明書
　□　⑫既に解体業・破砕業又は産業廃棄物処理業の許可を得ている場合には、当該許可証の写し
　□　⑬欠格要件に該当しないことを誓約する誓約書



　※既に他に解体業・破砕業又は産業廃棄物処理業の許可を得ている場合、一定の条件を満たせば添付書類の⑥、⑧～⑪は不要である。
【破砕業】許可申請書類について（新規許可申請の場合）
　　　　（申請手数料　新規：８４，０００円、更新：７７，０００円、変更許可：６７，０００円）
	 <申請書記載事項>
（チェック欄）
　□　①申請者名・住所・代表者名・電話番号
　□　②事業の範囲
　□　③事業所の名称・所在地
　□　④事業の用に供する施設の概要
　□　⑤役員の氏名・住所・本籍
　□　⑥本支店の代表者や契約締結権限のある使用人の氏名・住所・本籍
　□　⑦申請者が未成年の場合には、法定代理人の氏名・住所・本籍
　□　⑧発行済株式総数又は総出資額の１００分の５以上を占める者の氏名・住所・本籍
  □　⑨標準作業書の記載事項
  □　⑩施設について廃棄物処理法の産業廃棄物処理施設の許可を得ている場合には、その許可番号・許可年月日
　□　⑪既に解体業・破砕業又は産業廃棄物処理業の許可を得ている場合には、当該許可番号（申請中であれば申請年月日）
　□　⑫解体業を行おうとする事業所以外の場所で積み替え・保管を行う場合の当該場所の所在地、面積、保管量の上限
 <添付書類>
（チェック欄）
　□　①解体業を行おうとする事業所の施設の構造を明らかにする図面（平面図・立面図・断面図・構造図）、設計計算書、付近の見取り図（別紙１～４）
　□　②施設の所有権（又は使用権原）の証明書
  □　③事業計画書（別紙５）
  □　④収支見積書（別紙６）
　□　⑤標準作業書の写し
  □　⑥申請者が個人の場合には、住民票の写し（又は外国人登録証明書）と登記事項証明書
  □　⑦申請者が法人の場合には、定款又は寄附行為と登記事項証明書
  □　⑧役員の住民票の写し（又は外国人登録証明書）と登記事項証明書
  □　⑨発行済株式総数又は総出資額の１００分の５以上を占める者の株式数又は出資額、住民票の写し（又は外国人登録証明書）及び登記事項証明書
  □　⑩本支店の代表者や契約締結権限のある使用人の住民票の写し（又は外国人登録証明書）と登記事項証明書
  □　⑪申請者が未成年の場合には、法定代理人の住民票の写し（又は外国人登録証明書）と登記事項証明書
　□　⑫欠格要件に該当しないことを誓約する誓約書



　※既に他に解体業・破砕業又は産業廃棄物処理業の許可を得ている場合、一定の条件を満たせば添付書類の⑥、⑧～⑪は不要となる。

【添付書類について】
	添付書類
	備　　考

	施設の平面図、立面図、断面図、構造図、設計計算書、付近の見取り図

	○破砕業の申請において、産業廃棄物処理施設の設置許可を受けている場合は不要です。

	施設の所有権又は使用権原の証明書

	○土地の場合：公図の写し、登記事項証明書、借用契約書等
○建物の場合：登記事項証明書、借用契約書等
○破砕用機械の場合：売買契約書、借用契約書等

	事業計画書及び収支計画書

	○記載例を参考にしてください。
○不適正に大量に保管している場合には、その処理計画も併せて提出してください。

	標準作業書

	○使用済自動車等の保管・解体等を行う際の標準的な作業手順、留意すべき事項等を記載した書類
○標準作業書（例）を参考に作成してください。
○あくまで参考なので、作業実態に応じたものを作成してください。

	役員の住民票の写し及び登記事項証明書

	○役員とは、業務を執行する社員、取締役、執行役及びこれらに準ずる者で、いかなる名称であるかに関係なく、法人に対し、これらの者と同等以上の支配力を有する者も含みます。

	登記事項証明書
	○成年被後見人、被保佐人として登記されていない旨の証明書で、東京法務局民事行政部後見登録課へ請求してください。
○詳細は東京法務局又はお近くの法務局へお問い合わせください。

	住民票等の写し、登記事項証明書
	○住民票については、本籍地の記載のあるもの。
○許可申請日前３月以内に発行されたもので、かつ現在の状況が記載されたもの。


	外国人登録証明書、登録原票記載事項証明書
	○外国人登録をしている方は、住民票の写しの代わりに、外国人登録証明書の写し又は登録原票記載事項証明書を提出してください。

	誓約書
	○欠格要件を熟読の上、作成してください。
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